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議案第７号

（総則）

第１条　令和６年度伊根町簡易水道事業会計予算は、次に定めるところに

　よる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　給水件数 件

　（２）　年間有収水量 ｍ

３

　（３）　一日平均有収水量 ｍ

３

　（４）　主要な建設改良事業 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的

　収入額が資本的支出額に対して不足する額 ３４，７３８千円は、当年

　度分損益勘定留保資金３６，８６４千円で補てんするものとする。）

　　第３項　特　別　損　失 1,745

　　第４項　予　　備　　費 100

　　第１項　営　業　費  用 81,819

　　第２項　営 業 外 収 益 41,810

　　第２項　営 業 外 費 用 7,387

55,820

第１款　簡易水道事業収益 88,925

第１款　簡易水道事業費用 91,051

　　第１項　営　業　収　益 47,115

令和６年度伊根町簡易水道事業会計予算

収 入

支 出

1,271

213,871

586
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千円

　　第１項　企　　業　　債 千円

　　第３項　出　　資　　金 千円

　　第４項　国 庫 支 出 金 千円

　　第５項　府　支　出　金 千円

千円

千円

千円

千円

（特例的収入及び支出）

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に

　属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それ

　ぞれ４，３５０千円及び４，５００千円である。

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

　とおりと定める。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３０，０００千円と定める。

起債の方法

　　第１項　建 設 改 良 費 55,820

　　第２項　企 業 債 償 還 金 51,180

　　第３項　基 金 積 立 金 21

　４．５％

以内

　政府資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合にはそ

の債権者と協定す

るものとする。

　ただし、企業財

政の都合により据

置期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還もしくは

低利に借換えする

ことができる。

　ただし、

利率見直し

方式で借入

れる資金に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率

証 書 借 入

又      は

証 券 発 行

37,000

支 出

第１款　資 本 的 収 入 72,283

第１款　資 本 的 支 出 107,021

37,000

13,143

2,640

収 入

33,550

3,450

計

総係費

簡易水道

改 良 費

起債の目的 限度額(千円) 利　　率 償 還 の 方 法

19,500
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

　次のとおりと定める。

　（１）収益的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の

　金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

　議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２７，５３６千円

　である。

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　　令和６年３月６日提出

　　　　　　　　　　　　　　　伊根町長　吉本　秀樹

９，２３３
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予　算　に　関　す　る　説　明　書



収　入 (単位：千円)

予定額 備　考

1 簡易水道事業収益 88,925

1 営業収益 47,115

1 給水収益 47,100

2 その他営業収益 15

2 営業外収益 41,810

1 受取利息及び配当金 21

2 他会計補助金 27,536

1 長期前受金戻入 14,253

支　出 (単位：千円)

予定額 備　考

1 簡易水道事業費用 91,051

1 営業費用 81,819

1 総係費 11,059

2 施設管理費 21,388

3 減価償却費 49,372

2 営業外費用 7,387

1 支払利息及び企業債取扱諸費 5,887

2 消費税及び地方消費税 1,500

3 特別損失 1,745

1 その他特別損失 1,745

4 予備費 100

1 予備費 100

令和６年度伊根町簡易水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

款 項 目
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収　入 (単位：千円)

予定額 備　考

1 資本的収入 72,283

1 企業債 37,000

1 建設改良債 36,500

1 その他企業債 500

3 出資金 13,143

1 出資金 13,143

4 国庫支出金 2,640

1 国庫補助金 2,640

5 府支出金 19,500

1 府補助金 19,500

支　出 (単位：千円)

予定額 備　考

1 資本的支出 107,021

1 建設改良費 55,820

1 簡易水道改良費 55,820

2 企業債償還金 51,180

1 企業債償還金 51,180

3 基金積立金 21

1 減債基金積立金 21

目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

款 項
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令和６年度伊根町簡易水道事業会計予算事項別明細書

収益的収入

1. 簡易水道事業収益 88,925

1. 営業収益 47,115

1. 給水収益 47,100

2. その他営業収益 15

2. 営業外収益 41,810

1. 受取利息及び配当金 21

2. 他会計補助金 27,536

3. 長期前受金戻入 14,253

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

1. 47,100 現年分 47,100

1. 15 再開栓手数料 15

1. 21 簡易水道事業減債基金預金利子 21

1. 27,536 一般会計補助金 27,536

1. 長期前受金戻入 14,253 長期前受金戻入 14,253

簡易水道料金

手数料

受取利息及び配当金

一般会計補助金

節

備          考

区分 予定額
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収益的支出

1. 簡易水道事業費用 91,051

1. 営業費用 81,819

1. 総係費 11,059

2. 施設管理費 21,388

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

2. 4,140 一般職給料 4,140

3. 2,686 扶養手当 70

通勤手当 28

時間外勤務手当 200

期末手当 1,037

勤勉手当 854

退職手当組合負担金 497

4. 1,462 共済組合負担金 1,437

厚生会負担金 25

5. 945 賞与等引当金繰入 945

8. 27 普通旅費 27

10. 148 備消耗品費 15

印刷製本費 133

11. 750 通信運搬費 591

手数料 159

12. 751 業務委託 751

13. 150 電算機器リース料 150

7. 156 草刈作業員 156

10. 13,976 備消耗品費 2,856

燃料費 20

光熱水費 8,600

修繕料 2,500

11. 861 通信運搬費 855

検便検査料 6

備          考

節

区分 予定額

職員手当等

使用料及び賃借料

報償費

需用費

役務費

給料

法定福利費

旅費

需用費

役務費

委託料

賞与等引当金繰入

ー 301 ー



収益的支出

3. 減価償却費 49,372

2. 営業外費用 7,387

1. 5,887

2. 1,500

3. 特別損失 1,745

1. その他特別損失 1,745

4. 予備費 100

1. 予備費 100

支払利息及び企業債取

扱諸費

消費税及び地方消費税

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

12. 4,474 水質検査業務 3,594

簡易水道検針業務 672

簡易水道管理補助業務 208

13. 161 機械借上料 100

土地借地料 61

15. 1,760 水道資材 1,760

1. 49,372 減価償却費 49,372

1. 5,887 企業債償還利子 5,887

1. 1,500 消費税及び地方消費税 1,500

1. 1,745 期末・勤勉手当 945

消費税及び地方消費税 800

1. 予備費 100 予備費 100

減価償却費

企業債利息

消費税及び地方消費税

その他特別損失

委託料

使用料及び賃借料

原材料費

節

備          考

区分 予定額
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資本的収入

1. 資本的収入 72,283

1. 企業債 37,000

1. 建設改良債 36,500

1. その他企業債 500

3. 出資金 13,143

1. 出資金 13,143

4. 国庫支出金 2,640

1. 国庫補助金 2,640

5. 府支出金 19,500

1. 府補助金 19,500

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

1. 36,500 簡易水道事業債 18,300

過疎対策事業債 18,200

1. 500 公営企業会計適用債 500

1. 13,143 出資金 13,143

1. 2,640 簡易水道等施設整備費補助金 2,640

1. 19,500 水産飲雑用水施設事業補助金 19,500簡易水道改良費補助金

備          考

簡易水道改良債

総務管理債

出資金

簡易水道等施設整備費

補助金

節

区分 予定額
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資本的支出

1. 資本的支出 107,021

1. 建設改良費 55,820

1. 簡易水道改良費 55,820

2. 企業債償還金 51,180

1. 企業債償還金 51,180

3. 基金積立金 21

1. 減債基金積立金 21

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

14. 55,820 工事請負費 55,820

22. 51,180 企業債償還元金 51,180

24.積立金 21 簡易水道事業減債基金積立金 21

企業債償還金

備          考

区分 予定額

工事請負費

節
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− 308 −



（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　賞与引当金の増・減(△)額

　長期前受金戻入額(△)

　受取利息及び配当金(△)

　支払利息及び企業債取扱緒費

　未収金の増(△)・減額

　未払金の増・減(△)額

小計

　受取利息及び配当金

　支払利息及び企業債取扱緒費(△)

業務活動によるキャッシュ・フロー ①

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額(△)

　国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー ②

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　出資金による収入

　基金積立による支出(△)

　建設改良等の財源に充てる企業債の発行による収入

　建設改良等の財源に充てる企業債の償還による支出(△)

　その他の企業債の発行による収入

　その他の企業債の償還による支出(△)

財務活動によるキャッシュ・フロー ③

現金預金の増・減(△)額（①＋②＋③）

現金預金の期首残高

現金預金の期末残高

△ 5,505

49,372

945

△ 5,887

△ 14,253

1,117

△ 21

5,887

37,542

21

3,760

（ 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日まで ）

令和６年度伊根町簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 51,180

500

△ 1,058

0

3,760

20,127

△ 30,618

13,143

△ 21

36,500

31,676

△ 50,745
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

（ 令 和 ７ 年

（ 資 産 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

土 地 19,887

建 物 117,643

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 1,269,107 1,138,615

減 価 償 却 累 計 額 109,794 7,849

構 築 物 2,407,722

機 械 及 び 装 置 501,075

減 価 償 却 累 計 額 425,281 75,794

4,350

現 金 預 金 3,760

有 形 固 定 資 産 合 計 1,242,145

固 定 資 産 合 計 1,260,855

投 資

基 金 18,710

投 資 合 計 18,710

資 産 合 計 1,268,965

未 収 金

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計 8,110

令 和 ６ 年 度 伊 根 町 簡 易 水 道

ー 310 ー



事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

（ 負 債 の 部 ）

千円 千円

359,072

充てる企業債

千円 千円

固 定 負 債

企 業 債

372,738

固 定 負 債 合 計 372,738

その他の企業債 13,666

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金 945

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金 合 計 945

流 動 負 債 合 計

44,367

未 払 金 5,617

引 当 金

その他の企業債 1,254

企 業 債 合 計

43,113

充てる企業債

長 期 前 受 金 980,531

△ 605,938

50,929

繰 延 収 益

自 己 資 本 金 469,182

計額

繰 延 収 益 合 計 374,593

負 債 合 計 798,260

（ 資 本 の 部 ）

負 債 資 本 合 計 1,268,965

利 益 剰 余 金 合 計 △ 5,505

剰 余 金 合 計 1,523

資 本 合 計 470,705

資 本 剰 余 金 合 計 7,028

利 益 剰 余 金

△ 5,505

資 本 金 合 計 469,182

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 7,028

千円 千円 千円 千円

資 本 金
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令和６年度伊根町簡易水道事業会計予算に関する説明書に係る注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 22～41年 構築物 10～60年

機械及び装置 8～16年

　２　引当金の計上方法

　　（１）賞与引当金

　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

80,401

減 価 償 却 累 計 額 108,853 8,790

構 築 物 2,356,977

減 価 償 却 累 計 額 1,225,283

流 動 資 産 合 計 8,110

有 形 固 定 資 産 合 計 1,240,772

固 定 資 産 合 計 1,259,461

流 動 資 産

現 金 預 金 3,760

4,350未 収 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

1,131,694

投 資 合 計

土 地 19,887

建 物 117,643

機 械 及 び 装 置 501,075

令 和 ６ 年 度 伊 根 町 簡 易 水 道

18,689

（ 令 和 ６ 年

（ 資 産 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

減 価 償 却 累 計 額 420,674

投 資

基 金 18,689

資 産 合 計 1,267,571
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事 業 予 定 開 始 貸 借 対 照 表

４ 月 １ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6 （1）

7 （1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

365,685

充てる企業債

その他の企業債 14,420

51,180

未 払 金 4,500

固 定 負 債

企 業 債 合 計 380,105

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

49,916

充てる企業債

その他の企業債 1,264

企 業 債 合 計

（ 負 債 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

380,105

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計 7,028

資 本 合 計 463,067

資 本 剰 余 金 合 計 7,028

利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計 456,039

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 7,028

千円 千円 千円 千円

（ 資 本 の 部 ）

負 債 資 本 合 計 1,267,571

資 本 金

自 己 資 本 金 456,039

計額

繰 延 収 益 合 計 368,719

負 債 合 計 804,504

流 動 負 債 合 計 55,680

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 960,404

△ 591,685

引 当 金 合 計
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（１）総　括

本　年　度 2

前　年　度

比　　較

扶　養

手　当

通　勤

手　当

住　居

手　当

管理職

手　当

管理職員特

別勤務手当

70 28

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

給　　与

職員手当

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

3,6314,140

給　　　与　　　費　　

区　分

職員数

（人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職　員　手　当

増減事由別内訳

昇給に伴う増加分

本　年　度

前　年　度

比　　較

職 員 手 当

の　内　訳

増減額

区　分

－ 316 －



(単位：千円)

(単位：千円)

特殊勤

務手当

時 間 外

勤務手当

宿日直

手　当

期末勤勉

手　当

児　童

手　当

退職手当

(負 担 金)

計

200 2,836 497 3,631

(単位：千円)

備　考説　　　　明

　　　明　　　細　　　書

計

備　考

9,233

法定福利費 合　　計

1,4627,771

－ 317 －



（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

　イ　初任給 (単位：円)

　ウ　級別職員数

1 ー ー
2 ー ー
3 ー ー
4 ー ー
5 ー ー
6 ー ー

計 2 100%

300,950

平 均 年 齢（歳）

区　分 一般行政職 備　　考

３５歳１０月

令和5年1月1日

現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

令和6年1月1日

現在

平均給料月額（円） 293,950

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区　　　　分 一般行政職

国　　　の　　　制　　　度

一般行政職

高校卒 166,600 166,600

大学卒 196,200 196,200

一 般 行 政 職

職員数

（人）

構成比

（％）

職員数

（人）

構成比

（％）

令和6年1月1日

現在

令和5年1月1日

現在

区　分 級

一 般 行 政 職

区　分

－ 318 －



　　（級別の基準となる職務）

職務の級

１級

２級

３級

４級

高度の知識又は技術若しくは経験を必要とする業務を行う職務

職 務 の 内 容

主任及び主任技師の職務

係長の職務

定型的な業務を行う職務

５級

(1)  主幹の職務

(2)  課長補佐の職務

６級

(1)  参事の職務

(2)  課長の職務
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(単位：千円)

348,997 338,167 18,300 46,827 309,640

57,233 77,434 18,200 3,089 92,545

10,928 15,684 500 1,264 14,920

417,158 431,285 37,000 51,180 417,105

　簡易水道債

　過疎対策事業債

　公営企業会計適用債

計

地方債の令和4年度末における現在高並びに令和5年度末及び

令和6年度末における現在高の見込に関する調書

区　　　分

令和4年度

末現在高

令和5年度

末現在高

見込額

令和6年度中増減見込額

令和6年度

末現在高

見込額

令和6年

度中起債

見込額

令和6年

度中元金

償還見込額

－ 320 －
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議案第８号

（総則）

第１条　令和６年度伊根町下水道事業会計予算は、次に定めるところに

 よる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）年間有収水量 ｍ

３

　（２）一日平均有収水量 ｍ

３

　（３）主要な建設改良事業 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的

　収入額が資本的支出額に対して不足する額 ２６，３８４千円は、当年

　度分損益勘定留保資金 ３５，７０８千円で補てんするものとする。）

99,716

273

15,100

収 入

令和６年度伊根町下水道事業会計予算

　　第２項　営 業 外 収 益 76,198

　　第２項　営 業 外 費 用 7,130

第１款　下水道事業収益 94,798

第１款　下水道事業費用 104,122

　　第１項　営　業　収　益 18,600

　　第１項　営　業　費  用 96,292

支 出

　　第３項　特　別　損　失 600

　　第４項　予　　備　　費 100
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千円

　　第１項　企　　業　　債 千円

　　第２項　分　　担　　金 千円

　　第３項　出　　資　　金 千円

　　第５項　府　支　出　金 千円

千円

千円

千円

千円

（特例的収入及び支出）

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に

　属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それ

　ぞれ２，７５０千円及び３，５００千円である。

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

　とおりと定める。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３０，０００千円と定める。

収 入

支 出

第１款　資 本 的 収 入 61,745

11,400

300

　　第３項　基 金 積 立 金 3,276

7,460

起債の目的 限度額(千円) 起債の方法 利　　率

総係費 1,300

証 書 借 入

又      は

証 券 発 行

　４．５％

以内

施設整備費 10,100

計 11,400

償 還 の 方 法

　政府資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合にはそ

の債権者と協定す

るものとする。

　ただし、企業財

政の都合により据

置期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還もしくは

低利に借換えする

ことができる。

　ただし、

利率見直し

方式で借入

れる資金に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率

　　第１項　建 設 改 良 費 15,100

42,585

　　第２項　企 業 債 償 還 金 69,753

第１款　資 本 的 支 出 88,129
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

　次のとおりと定める。

　（１）収益的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の

　金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

　議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３０，４１５千円

　である。

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　　令和６年３月６日提出

　　　　　　　　　　　　　　　伊根町長　吉本　秀樹

４，２０７
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予　算　に　関　す　る　説　明　書



収　入 (単位：千円)

予定額 備　考

1 下水道事業収益 94,798

1 営業収益 18,600

1 下水道使用料 18,600

2 営業外収益 76,198

1 受取利息及び配当金 516

2 他会計補助金 30,415

3 基金繰入金 12,812

4 長期前受金戻入 32,455

支　出 (単位：千円)

予定額 備　考

1 下水道事業費用 104,122

1 営業費用 96,292

1 総係費 5,249

2 施設管理費 23,480

3 減価償却費 67,563

2 営業外費用 7,130

1 支払利息及び企業債取扱諸費 6,230

2 消費税及び地方消費税 900

3 特別損失 600

1 その他特別損失 600

4 予備費 100

1 予備費 100

令和６年度伊根町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

款 項 目
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収　入 (単位：千円)

予定額 備　考

1 資本的収入 61,745

1 企業債 11,400

1 建設改良債 10,900

2 その他企業債 500

2 分担金及び負担金 300

1 分担金 300

3 出資金 42,585

1 出資金 42,585

5 府支出金 7,460

1 府補助金 7,460

支　出 (単位：千円)

予定額 備　考

1 資本的支出 88,129

1 建設改良費 15,100

1 施設整備費 15,100

2 企業債償還金 69,753

1 企業債償還金 69,753

3 基金積立金 3,276

1 減債基金積立金 3,276

目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

款 項
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令和６年度伊根町下水道事業会計予算事項別明細書

収益的収入

1. 下水道事業収益 94,798

1. 営業収益 18,600

1. 下水道使用料 18,600

2. 営業外収益 76,198

1. 受取利息及び配当金 516

2. 他会計補助金 30,415

3. 基金繰入金 12,812

4. 長期前受金戻入 32,455

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

1. 18,600 現年分 18,600

1. 516 下水道事業減債基金預金利子 516

1. 30,415 一般会計補助金 30,415

1. 12,812 交付金充当分繰入金 12,812

1. 長期前受金戻入 32,455 長期前受金戻入 32,455

節

備          考

下水道使用料

受取利息及び配当金

一般会計補助金

基金繰入金

区分 予定額
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収益的支出

1. 下水道事業費用 104,122

1. 営業費用 96,292

1. 総係費 5,249

2. 施設管理費 23,480

3. 減価償却費 67,563

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

2. 2,940 一般職給料 2,940

3. 623 扶養手当 50

通勤手当 20

時間外勤務手当 200

退職手当組合負担金 353

4. 644 共済組合負担金 626

厚生会負担金 18

8. 40 普通旅費 40

10. 77 備消耗品費 15

印刷製本費 62

11. 299 通信運搬費 234

手数料 65

12. 626 業務委託 626

10. 10,578 備消耗品費 150

光熱水費 9,378

修繕料 1,050

11. 626 通信運搬費 520

水質検査料 106

12. 11,776 処理施設保守点検業務 9,744

汚泥処分業務 2,032

15. 500 下水道資材 500

1. 67,563 減価償却費 67,563

職員手当等

原材料費

給料

需用費

役務費

委託料

減価償却費

備          考

節

区分 予定額

法定福利費

旅費

需用費

役務費

委託料
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収益的支出

2. 営業外費用 7,130

1. 6,230

2. 900

3. 特別損失 600

1. その他特別損失 600

4. 予備費 100

1. 予備費 100

支払利息及び企業債取

扱諸費

款　　項　　目 本年度

消費税及び地方消費税
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(単位：千円)

1. 6,230 企業債償還利子 6,230

1. 900 消費税及び地方消費税 900

1. 600 消費税及び地方消費税 600

1. 予備費 100 予備費 100

企業債利息

その他特別損失

節

消費税及び地方消費税

備          考

区分 予定額
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資本的収入

1. 資本的収入 61,745

1. 企業債 11,400

1. 建設改良債 10,900

2. その他企業債 500

2. 分担金及び負担金 300

1. 分担金 300

3. 出資金 42,585

1. 出資金 42,585

5. 府支出金 7,460

1. 府補助金 7,460

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

1. 10,900 下水道事業債 5,500

過疎対策事業債 5,400

1. 500 公営企業会計適用債 500

1. 300 現年分 300

1. 42,585 出資金 42,585

1. 7,460 漁業集落環境整備事業推進交付金 2,460

漁業集落排水事業補助金 5,000

漁業集落排水事業費府

補助金

備          考

漁業集落排水事業債

その他企業債

漁業集落排水事業分担

金

出資金

節

区分 予定額
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資本的支出

1. 資本的支出 88,129

1. 建設改良費 15,100

1. 施設整備費 15,100

2. 企業債償還金 69,753

1. 企業債償還金 69,753

3. 基金積立金 3,276

1. 減債基金積立金 3,276

款　　項　　目 本年度
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(単位：千円)

14. 15,100 工事請負費 15,100

22. 69,753 企業債償還元金 69,753

24. 3,276 下水道事業減債基金積立金 3,276

工事請負費

企業債償還金

積立金

節

備          考

区分 予定額
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　賞与引当金の増・減(△)額

　長期前受金戻入額(△)

　受取利息及び配当金(△)

　支払利息及び企業債取扱緒費

　未収金の増(△)・減額

　未払金の増・減(△)額

小計

　受取利息及び配当金

　支払利息及び企業債取扱緒費(△)

業務活動によるキャッシュ・フロー ①

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額(△)

　国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー ②

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　出資金による収入

　基金積み立てによる支出(△)

　建設改良等の財源に充てる企業債の発行による収入

　建設改良等の財源に充てる企業債の償還による支出(△)

　その他の企業債の発行による収入

　その他の企業債の償還による支出(△)

財務活動によるキャッシュ・フロー ③

現金預金の増・減(△)額（①＋②＋③）

現金預金の期首残高

現金預金の期末残高

△ 13,727

3,340

（ 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日まで ）

令和６年度伊根町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 69,753

500

△ 19,044

0

3,340

7,054

△ 6,673

42,585

△ 3,276

10,900

25,717

△ 9,610

67,563

△ 6,230

△ 32,455

219

△ 516

6,230

31,431

516
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

令 和 ５ 年 度 伊 根 町 下 水 道

流 動 資 産 合 計 6,090

流 動 資 産

資 産 合 計 1,769,440

未 収 金

現 金 預 金 3,340

2,750

固 定 資 産 合 計 1,763,350

投 資 等

基 金 185,522

機 械 及 び 装 置 1,069,769

減 価 償 却 累 計 額 570,107 499,662

投 資 合 計 185,522

有 形 固 定 資 産 合 計 1,577,828

減 価 償 却 累 計 額 386,831 1,033,991

減 価 償 却 累 計 額 10,985 34,058

構 築 物 1,420,822

土 地 10,117

建 物 45,043

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

（ 令 和 ７ 年

（ 資 産 の 部 ）

千円 千円 千円 千円
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事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

負 債 資 本 合 計 1,769,440

利 益 剰 余 金 合 計 △ 9,610

剰 余 金 合 計 507

資 本 合 計 374,561

資 本 剰 余 金 合 計 10,117

利 益 剰 余 金

△ 9,610

資 本 金 合 計 374,054

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 10,117

千円 千円

64,992

繰 延 収 益

61,573

千円 千円

資 本 金

自 己 資 本 金 374,054

計額

繰 延 収 益 合 計 756,761

負 債 合 計 1,394,879

（ 資 本 の 部 ）

長 期 前 受 金 1,284,710

流 動 負 債 合 計

△ 527,949

60,309

充てる企業債

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

3,419

引 当 金

その他の企業債 1,264

企 業 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

573,126

固 定 負 債 合 計 573,126

その他の企業債 11,708

企 業 債 合 計

561,418

充てる企業債

千円 千円

固 定 負 債

企 業 債

（ 負 債 の 部 ）

千円 千円
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令和６年度伊根町下水道事業会計予算に関する説明書に係る注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 22～41年 構築物 10～60年

機械及び装置 8～16年

　２　引当金の計上方法

　　（１）賞与引当金

　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

− 340 −
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

投 資 等

基 金 182,246

令 和 ６ 年 度 伊 根 町 下 水 道

減 価 償 却 累 計 額 361,125 1,045,970

有 形 固 定 資 産

土 地 10,117

建 物 45,043

資 産 合 計 1,820,000

未 収 金 2,750

流 動 資 産 合 計 6,090

有 形 固 定 資 産 合 計 1,631,664

固 定 資 産 合 計 1,813,910

流 動 資 産

現 金 預 金 3,340

投 資 合 計 182,246

固 定 資 産

（ 令 和 ６ 年

（ 資 産 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

機 械 及 び 装 置 1,069,769

減 価 償 却 累 計 額 529,061 540,708

減 価 償 却 累 計 額 10,174 34,869

構 築 物 1,407,095
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事 業 予 定 開 始 貸 借 対 照 表

４ 月 １ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

負 債 資 本 合 計 1,820,000

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計 10,117

資 本 合 計 341,586

資 本 剰 余 金 合 計 10,117

利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計 331,469

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 10,117

千円 千円 千円 千円

資 本 金

自 己 資 本 金 331,469

計額

繰 延 収 益 合 計 782,162

負 債 合 計 1,478,414

（ 資 本 の 部 ）

流 動 負 債 合 計 72,953

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,277,656

△ 495,494

引 当 金 合 計

69,753

未 払 金 3,200

引 当 金

賞 与 引 当 金

建設改良等の財源に 68,479

充てる企業債

その他の企業債 1,274

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計 623,299

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債

610,827

充てる企業債

その他の企業債 12,472

（ 負 債 の 部 ）

千円 千円 千円 千円

固 定 負 債

企 業 債 合 計 623,299
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（１）総　括

本　年　度 2

前　年　度

比　　較

扶　養

手　当

通　勤

手　当

住　居

手　当

管理職

手　当

管理職員特

別勤務手当

50 20

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

区　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

職 員 手 当

の　内　訳

増減額 増減事由別内訳

6232,940

その他の増減分

給　　与

職員手当

給与改定に伴う増減分

給　　　与　　　費　　

区　分

職員数

（人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職　員　手　当

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分
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(単位：千円)

(単位：千円)

特殊勤

務手当

時 間 外

勤務手当

宿日直

手　当

期末勤勉

手　当

児　童

手　当

退職手当

(負 担 金)

計

200 353 623

(単位：千円)

6443,563

説　　　　明

4,207

備　考

　　　明　　　細　　　書

計

備　考法定福利費 合　　計
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（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

　イ　初任給 (単位：円)

　ウ　級別職員数

1 ー ー
2 ー ー
3 ー ー
4 ー ー
5 ー ー
6 ー ー

計 2 100%

令和6年1月1日

現在

令和5年1月1日

現在

区　分 級

一 般 行 政 職

区　分

一 般 行 政 職

職員数

（人）

構成比

（％）

職員数

（人）

構成比

（％）

高校卒 166,600 166,600

大学卒 196,200 196,200

区　　　　分 一般行政職

国　　　の　　　制　　　度

一般行政職

平 均 年 齢（歳）

３５歳１０月

令和5年1月1日

現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

令和6年1月1日

現在

平均給料月額（円） 293,950

平均給与月額（円） 300,950

平 均 年 齢（歳）

区　分 一般行政職 備　　考
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　　（級別の基準となる職務）

職務の級

１級

２級

３級

４級

６級

(1)  参事の職務

(2)  課長の職務

５級

(1)  主幹の職務

(2)  課長補佐の職務

主任及び主任技師の職務

係長の職務

定型的な業務を行う職務

高度の知識又は技術若しくは経験を必要とする業務を行う職務

職 務 の 内 容
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(単位：千円)

489,170 485,122 5,500 25,758 464,864

188,111 147,796 5,400 42,721 110,475

10,923 13,746 500 1,274 12,972

688,204 646,664 11,400 69,753 588,311

　下水道債

　過疎対策事業債

　公営企業会計適用債

計

地方債の令和4年度末における現在高並びに令和5年度末及び

令和6年度末における現在高の見込に関する調書

区　　　分

令和4年度

末現在高

令和5年度

末現在高

見込額

令和6年度中増減見込額

令和6年度

末現在高

見込額

令和6年

度中起債

見込額

令和6年

度中元金

償還見込額
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